
決
算
の
概
要

　

一
般
会
計
の
歳
入
２
８
０
億
３
５
０
９
万
円
に
対

し
、
歳
出
は
２
７
０
億
９
２
４
０
万
円
で
、
翌
年
度

繰
越
事
業
に
充
て
ら
れ
る
財
源
１
億
２
３
２
５
万
円

を
差
し
引
き
、
８
億
１
９
４
４
万
円
の
黒
字
と
な
り

ま
し
た
。
た
だ
し
、
歳
入
の
中
に
は
、
市
の
貯
金
で

あ
る
「
基
金
」
11
億
１
９
０
７
万
円
の
取
崩
し
や
、

市
の
ロ
ー
ン
で
あ
る
「
市
債
」
41
億
８
４
７
０
万
円

の
借
入
れ
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

厳
し
い
財
源
環
境

　

歳
入
は
、
前
年
度
に
比
べ
る
と
、
13
億
９
５
５
９ 

万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
長
引
く
不
況
や
人
口
の
減
少
等
に
よ
る
税

収
減
や
、
国
が
進
め
て
い
る
「
三
位
一
体
の
改
革
」

に
よ
る
国
庫
・
県
支
出
金
の
縮
減
な
ど
が
主
な
理
由

で
、
厳
し
い
財
源
環
境
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

「
選
択
と
集
中
」

　

歳
出
は
、
前
年
度
に
比
べ
る
と
、
11
億
４
９
３ 

１
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。
厳
し
い
財
源
環
境

の
中
、
で
き
る
限
り
の
経
費
節
減
に
努
め
ま
し
た
。

　

し
か
し
、「
選
択
と
集
中
」
を
念
頭
に
、
こ
う
し

た
状
況
の
中
で
も
、
事
業
の
緊
急
性
や
必
要
性
を
総

合
的
に
考
え
、
少
子
対
策
や
防
災
対
策
、
地
域
産
業

活
性
化
等
、
市
民
の
生
活
に
密
着
し
た
事
業
に
つ
い

て
積
極
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

ま
た
、
将
来
世
代
へ
の
負
担
軽
減
に
、
市
債
で

２
億
７
３
６
３
万
円
の
繰
上
償
還
を
行
い
ま
し
た
。
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◉ 市民一人当たりが納めたお金

市税
58億 5,997万円
(20.9％)

繰越金  11億 8,897万円（4.2％）

繰入金  13億 2,171万円（4.7％）

使用料及び手数料
9億1,821万円（3.3％）

諸収入
5億8,211万円（2.1％）

地方譲与税
7億5,400万円（2.7％）

地方消費税交付金
5億2,693万円（1.9％）

分担金及び負担金、財産収入、寄附金
5億 3,471万円（1.9％）

自動車取得税交付金、地方特例交付金
利子割交付金、株式等譲渡所得割交付金
配当割交付金、交通安全対策特別交付金
５億 642万円（1.8％）

地方交付税
81億 4,360万円
(29.1％)

市債
41億 8,470万円
(14.9％)

県支出金
20億 5,464万円
(7.3％)

国庫支出金
14億 5,912万円
(5.2％)

歳入
280億
3,509万円

民生費
50億 5,695万円
(18.7％)

公債費
47億 3,458万円
(17.5％)

総務費
47億 5,423万円
(17.5％)

議会費、労働費、商工費
災害復旧費、諸支出金
19億 5,685万円（7.2％）

教育費
33億 9,134万円
(12.5％)

衛生費
16億 9,312万円
(6.2％)

農林水産業費
26億 2,270万円
(9.7％)

土木費
19億 7,155万円
(7.3％)

消防費
9億1,108万円
(3.4％)

歳出
270億
9,240万円

　

皆
さ
ん
は
、
納
め
た
税
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い

る
か
ご
存
知
で
す
か
。
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な

ど
が
ど
の
く
ら
い
入
っ
て
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

18
年
度
の
決
算
状
況
を
報
告
し
ま
す
。

一般会計
歳 入

◉ 市税収入の推移

◉ 指標から財政をチェック
　　　　　　　　　（普通会計ベース）
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市税収入ピークの
平成９年度に比べ
約９億円の減少

問財政課
☎50-3033

一般会計
歳 出

791円2,938円6,805円63,280円35,976円

合 計
109,790円
※ 平 成 18 年 度 末
住民基本台帳人口
53,374人で算出

2007.10.1発行

【一般会計市債残高の状況】
平成18年度末 市民1人当たり

一般会計市債残高 453億 1,548万円 84万 9,018円

【一般会計基金残高の状況】
平成18年度末 市民1人当たり

財政調整基金 13億 2,100万円 2万 4,750円
減債基金 3億 1,500万円 5,902円
その他特定目的基金 23億 8,483万円 4万 4,681円

合　　計 40億 2,083万円 7万 5,333円

【土地開発基金残高の状況】
現　　金 土地（面積） 合　　計

1億 7,043万円
5億 2,957万円
（87,371㎡）

７億円

　市の財政状況を皆さんの家の家計に置き換えてみる
とどうなるのでしょうか。月収が20万円の世帯にた
とえてみました。

収　　入
平成18年度
一般会計決算額

家計簿に例えた場合
昨年の家計簿
（参考）

増減

市税などの経常一般財源
146億 8,916万円

月収（給料など）
200,000円

196,311円 3,689円

繰越金
11億 8,897万円

前月からの繰越金
16,188円

15,583円 605円

基金繰入金
11億 1,907万円

貯金の取崩しなど
15,237円

11,007円 4,230円

国庫・県支出金などの特
定・臨時の財源
68億 5,319万円

実家、親からの援助な
どの臨時的な収入
93,309円

127,840円 △ 34,531円

市債
41億 8,470万円

新たなローン
56,977円

49,970円 7,007円

歳入計
280億 3,509万円

収入計
381,711円

400,711円 △ 19,000円

◉ 南あわじ市の家計簿
支　　出

平成18年度
一般会計決算額

家計簿に例えた場合
昨年の家計簿
（参考）

増減

人件費
45億 5,354万円

食費
61,999円

63,836円 △ 1,837円

扶助費
21億 5,498万円

保育所利用料や医療費
29,341円

27,770円 1,571円

公債費
46億 4,821万円

ローンの返済
63,288円

62,608円 680円

物件費
30億 7,569万円

日用品・家電の購入、
光熱水費など
41,877円

44,212円 △ 2,335円

普通建設事業費、維持補
修費
66億 2,749万円

自宅の増改築・修繕費
や車の購入など
90,236円

114,883円 △ 24,647円

補助費等、投資及び出資
金・貸付金
24億 8,701万円

自治会費や家族への小遣
い、友人への援助など
33,862円

33,154円 708円

繰出金
27億 6,872万円

子どもへの仕送り
37,698円

36,713円 985円

積立金
7億 7,676万円

貯金
10,576円

1,350円 9,226円

歳出計
270億 9,240万円

支出計
368,877円

384,526円 △ 15,649円

歳入歳出差引額
9億 4,269万円

来月への繰越金
12,834円

一般会計
道路や学校などの整備をはじめ、福祉、教育、

消防などの市政の基本となる事業を行う会計。

特別会計
国民健康保険や公共下水道事業など特定の歳

入で特定の事業を行う会計。

企業会計
企業と同じような経理をする会計。水道事業

と農業共済事業および国民宿舎事業。

◉ 市の会計は３種類

94,746円

合 計
507,596円
※ 平 成 18 年 度 末
住民基本台帳人口
53,374人で算出

89,074円88,706円63,539円49,138円36,938円31,722円53,733円

◉ 市民一人当たり
　  に使ったお金

民生費

その他 衛生費 土木費 農林水産業費 教育費 公債費 総務費

財政指標 南あわじ市 判断のめやす

経常収支比率
（ほぼ毎年決まって
入ってくるお金と使わ
れるお金の割合）

87.8%
75 ～ 80%までが弾
力性に富む

実質公債費比率
（会計に占める借金返
済の割合）

19.3%
地方債借入れに、
18%以上で許可必要 
25%以上で制限あり 

財政力指数
（自分で自分のことが
できる力）

0.51
1に近いまたは超える
ほど豊か




